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　中心市街地の衰退が著しい地方都市において街の賑わいを取り戻
し、都市機能を再構築する活動が盛んに行われている。高度成長期以
降の経済的･効率的な都市計画により無秩序にスプロール化した都市
は人間的な性質を喪失し、地域社会は文化アイデンティティを失ってき
た。拡大一辺倒の時代が終焉した現在、都市機能を文化的側面から捉
え直し、従来の公共事業の概念を転換する新しい主体による、有機的
で地域性を有するまちづくり活動が必要である。1998 年に中心市街
地における都市機能の増進及び経済活力の向上を目的として「中心市
街地の活性化に関する法律」が制定された。その後、事業に対する認
定基準のハードルを上げた「改正中心市街地活性化法」が 2006 年
に制定され、中心市街地活性化事業の促進が国家的政策として実施さ
れている。中心市街地活性化事業をはじめとするまちづくりイベントに
は、一般市民がボランティアとして活動に参加する機会も増えている。
第三者としての一般市民が参加することによりまちづくりに対して様々
な刺激を与えることが可能であり、事業の運営側にとってもボランティ
アの参加は大きな力である。ところで、まちづくり活動においてボラン
ティアを登用するに際し、ボランティアをサービスの利用者として位置
づけ、ボランティアのサービス利用者としての満足を追求するための関
係性を構築することも必要である。ボランティア活動の参加者は、自
分の資源である時間や労力を投資して活動参加への何らかの見返りを
期待している。一方で、運営側はボランティアの登用による組織の活
動力の充足としてボランティアを登用し、活動における質の向上につ
ながる。双方の価値交換による相互満足の向上が実現されることがま
ちづくりイベントの運営に求められる。こうしたまちづくりにおけるボ
ランティア活動への要求が高まる一方で、ボランティア活動の運営が
十分になされていない現状も否めず、活動者と運営者の間にたち両者
の要求を調整する介在者としてのコーディネーターの存在も必要であ
る。また、まちづくりにおけるボランティア活動は一時的な価値観に
基づく評価のみでは成し得ない恒久的な活動であることも踏まえ、先
を見据えた価値観に基づいた活動が実践される必要もある。この点に
おいては、活動における明確な理念を設定することが運営側には強く
求められる。
　まちづくりを目的とした活動を行う NPO 法人組織として、石川県金
沢市を拠点とした“ 趣都金澤 ”が存在する。趣都金沢では、活動を通
じて地元経済人のネットワークを広げ地元経済の活性化を狙っている。
地元経済の発展は NPO メンバーの本業にも結びつく事でもあり、そ
れは同時にまちづくりにも繋がることである。NPO における活動はボ
ランティア的な側面が強いが、活動を通じて街の活性化を促進する事
で結局は自分たちの仕事の足場を整えているのだと NPO メンバーは
述べる。また、まちづくりの観点からは目先の利益のみを追求するの
でなく先の見えるリーダーを中心とした組織が必要で、組織を通じた
交流から地元の経済人の絆を深めていく事は、長い目で見た地元経済
の結束力が高まることになる。都市で生きるという事は、色々な法則
を学び考え方のベースを生む事であり、まちづくりを行うことは人材の
育成にも直結する事になる。趣都金沢の特徴は、地元の経済界を中心
とした市民で構成された組織であり金沢市の文化や都市事情に精通し
た人々がメンバーに名を連ねている。こうした人々を中心として、市民
によるボトムアップ型の活動を実践しながら金沢市のまちづくりを主
導している新しい組織であり、民活によるまちづくりを牽引する組織と
して、会員であれば誰でも参加出来る協議会を通じて新しいまちづくり
を提案する NPO 法人である。今後、市民や民間の意見や考えをいか
に金沢の都市計画に反映させていくかという課題もあり、都市政策の
枠組みを策定する行政と一般市民や民間セクターとの橋渡し役として
機能することが必要である。そしてまちづくり活動のプラットフォーム
として経済界や行政とのネットワークを拡充しながら、将来的に市民
発信型のまちづくりが実践されていくことが望まれる。NPO という形
態をとりながらまちづくりの活性化を実践する趣都金沢の活動は参考
になる。
　滋賀県長浜市のまちづくりを主導する株式会社黒壁（以下黒壁）は、
公共的な側面が強く財政的な自立が難しいまちづくり組織において、
株式会社という形態をとりながらその運営を機動にのせている稀有な
存在の第三セクターである。長浜市は昭和末期には大型店の郊外進出
により、商店街の活気が失われる中で街のシンボルとして市民に親し
まれてきた第百三十銀行長浜支店（通称黒壁銀行）が取り壊しの話が
持ち上がった。これに際し、長浜市と地元の民間企業が協力し昭和
63 年に黒壁が設立された。こうして黒壁ガラス館をはじめ、美術館、
ガラスショップ、工房、ギャラリー、カフェ、レストランなどが長浜の
まちに次々と展開されてゆくと同時に、年間 200 万人以上が訪れるま
ちづくりの成功例として全国から注目をあびている。黒壁は市役所や
地元商店街からの出資金を元手に土地や建物を購入し、店舗や美術館
として整備し自己運営のもとで利用したり、テナントを募って賃貸とし
て貸し出している。黒壁は安易な建て替えや土地利用になりそうなケー
スを食い止める形で土地建物の権利を取得してまち全体として統一さ
れた活用を行っている。地方の中心市街地を中心に空き家や空き地の
増加が目立つが、それは不動産の権利状態を不安定な状況に置き、ま
ち自体が不安定な状況に置かれることになる。黒壁は空き家や空き地
を有効活用する第三セクターのデベロッパーとして、まちづくりを主導
している。黒壁が成功した要因としては、民間と行政の連携が図られ
官民が一体となったまちづくりが推進されていることや、市役所や長
浜市商工会議所の協力によるものが大きいとされる。また、株式会社
という形態をとることでスムーズな意思決定を可能とし、黒壁がまち
づくりの牽引役として強大な力を発揮している。また、非営利団体で
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は希薄になりがちな事務組織の充実が経営や収益面での自立に繋がっ
たと思われる。しかし、長浜市のまちづくりでは新たな課題も生まれ
ている。1990 年代以降、日本の都市の多くが来街者を増やすことで
都市の経済を活気づけようとまちづくりとしての観光政策を推進してき
た。長浜市においても黒壁による積極的な観光客向けのまちづくりが
奏功し、年間 220 万人を超える観光客を呼びこむことに成功した。
一方で、平日や夜間の長浜市においては観光客が少ない時間帯での活
気に欠けるところがある。市民生活の場としての都市空間を十分に形
成できておらず、今後のまちづくりとして観光客と地域住民の関係性を
再考し、市民生活の為のまちづくりを実践することが求められる。
　新しいまちづくりを実現するにあたって、地域文化を創造再生しなが
ら有機的な都市空間を構築していくことが求められている。その為に
は、中央集権の官僚的な手法に基づく都市計画から、地域主権の市民
主導のボランタリーなまちづくり運動が実現していくことが望まれる。
2002 年の都市計画法改正で導入された都市計画提案制度では、都
市計画の変更決定を行政が発議する従来の手法に加えて、民間セク
ターが都市計画の決定変更を発議し行政がそれに対する応答義務を負
うという手法を決定手続きとして位置づけている。民間が都市計画を
提案しそれに対して行政が受けるという関係性であれば、今までと異
なる新しいまちづくりが可能になる。都市計画法の法改正に伴い都市
計画の提案権を有する対象者を拡大し、住民や民間セクターが都市計
画の決定プロセスに関与する制度も徐々に整備されてはいる。同時に、
新しいまちづくりの活動を主導していく主体の誕生とさらなる環境の
整備が求められる。また、まちづくり事業体は、ボランティアとして一
般市民がまちづくりに積極的に関わるきっかけを提供し、ボランティア
活動の継続的な運営・管理が行われ、ボランティアが活躍出来る環境
を整えることが必要である。同時に、事業体としての収益面での自立
を促進することも継続的なまちづくりを実践する上で求められている。
　NPO法人趣都金沢においては、地域経済の若手が中心となる JC の
活動を発展させた形での NPO 法人という形態をとってまちづくりに関
する事業を実践して、一般市民のボトムアップ型の政策提言を目指し
た誰でも参加出来る組織形態に特徴がある。また、NPO法人をプラッ
トフォームとして人的な交流を促進し、まちづくりに繋がるネットワー
クを構築して地域文化を醸成していく活動を行っている。NPO 法人と
いう形態をとることは、市民主導のコンセンサスの形成という点では
有効性が高く、市場原理に基づく開発によって破壊されてきた地域の
景観や伝統文化、自然環境などを保護しながら、住民のネットワーク
を力として発展の可能性を切り開く内発的発展型のまちづくりを遂行す
ることも可能だ。一方の黒壁の場合、歴史の中に新しい側面からのま
ちづくりを促進するために株式会社という形態の組織がまちづくりの先
導役を担っている。株式会社という形態をとることで、迅速な意思決
定のもとで合理的な土地建物の有効活用を実践することで、統一感の
あるまちづくりを行っている。
　イギリスのまちづくり事業では、まちづくり事業体や社会的企業と
いったボランタリーセクターとされる事業主体が、政府セクターや民
間セクターと協働しながら新しい成熟社会におけるまちづくり事業を
実践している。イギリスの場合、長期安定的な事業運営のために外付
けの民間営利事業部門を運営する方法と、国や自治体から土地・建物
を買い取り運用するアセットマネジメントという方法で収益をあげ、利
益を組織本体のまちづくり事業に利用する事業内移転費用の手法を利
用している。日本の中心市街地活性化事業が、国からの補助金を原資
としているのに対して、イギリスのにおけるまちづくり事業体は不動産
を所有しその運用益をまちづくりという形で社会的な還元を行ってい
る。まちづくりという社会公共性の高く、必ずしも市場経済原理に合
致しない事業内容にとって、事業主体の自立した長期安定的な運営の
為にも財政面での運営の確立も求められている。まちづくり事業体は、
市場経済に基づく経営努力によって利益をあげる民間企業としての側
面と、同時にその収益を社会的目的に還元する“ 社会的企業 (Social 
Enterprise)”の一面も持ち合わせる。収益事業とまちづくり事業をい
かに確立していくかが長期的なまちづくりには必要である。これまでの
まちづくりが行政などの公的機関が中心となり公的な補助金を頼りに
実施されてきたが、今後は住民や民間セクターがまちづくり事業に積
極的に関わり有機的な都市空間が構築されることが期待される。同時
にボランタリーなまちづくり事業主体の成長と、ボランティアとしての
一般市民の参加がこれからのまちづくりには欠かせないものである。
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